
定置用蓄電システムの現状と課題

2025年3月12日

経済産業省

資料6



1

定置用蓄電システムの必要性及び導入状況
• 再エネの主力電源化や電力の安定供給に向けて、再エネの出力変動に応じて柔軟に充電・放電のできる定置用蓄
電システムの導入は重要。

• 定置用蓄電システムは、電力系統に直接接続する系統用蓄電システムに加え、再エネ電源側に設置され再エネの出
力制御の抑制等に活用される併設蓄電システム、需要家側に設置される家庭用蓄電システム、業務産業用蓄電シ
ステム、などがあり、それらの導入量は年々拡大している。

第５回 定置用蓄電システム普及拡大検討会
（2025年1月30日） 資料３より抜粋

第40回再エネ大量導入・次世代電力NW小委員会 
（2022年4月7日）資料1より抜粋 
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系統用蓄電ビジネスの参入意欲の増大
• 2024年9月末時点で連系済みの系統用蓄電池は約10万kW。

• 系統用蓄電池の接続検討等の受付状況（2024年9月末時点）として、接続検討受付が約8,800万kW（2023
年12月末比で約3.2倍）、接続契約受付が約620万kW （2023年12月末比で約2.1倍）となるなど、事業者の
参入意欲は増大している。

第53回系統ワーキンググループ（2024年12月2日）資料２より抜粋
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（参考）世界全体のエネルギー貯蔵能力の動向

• IEAは、COP28で合意された2030年までに世界全体で再エネ容量を3倍にするためには、世界全体のエ
ネルギー貯蔵容量を2030年までに約6倍にする必要があるとしている。

総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第58回会合）
（2024年７月８日）資料１より抜粋

GW
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定置用蓄電システムの導入費用の推移
• 家庭用、業務産業用蓄電システムの導入費用は、目標価格（※）に向け、低減傾向にある。

（※）2030年の目標価格を設定（家庭用：７万円/kWh、業務産業用：６万円/kWh）

• 系統用蓄電システムは、資源価格や為替動向の影響を大きく受けることから、導入費用も増減している状況。

定置用蓄電システム普及拡大検討会資料
（2020年度第４回（2021年２月２日）資料４、2024年度第５回（2025年1月30日）資料３）より資源エネルギー庁編集

家庭用蓄電システム 業務産業用蓄電システム 系統用蓄電システム

■ 工事費 （※１）

■ その他 （※２）

■ PCS （※３）

■ 電池部分 （※４）

※補助事業等のデータを基にした分析結果であること、四捨五入の関係で合計値が一致しない場合があること、一部は推計値であり今後変化する可能性があること等に留意が必要。
※１）工事費には、基礎工事、据え付け工事、電気工事、付帯工事等が含まれる。ただし事業者によりその対象が異なる可能性がある。
※２）その他には、付帯設備、その他費用が含まれる。ただし事業者によりその対象が異なる可能性がある。
※３）PCSには、電力変換装置が含まれる。ただし事業者によりその対象が異なる可能性がある。
※４）電池部分には、蓄電設備、蓄電池制御部分、蓄電システム制御装置が含まれる。ただし事業者によりその対象が異なる可能性がある。
出所）事業者ヒアリングおよび補助事業データを基にした三菱総合研究所による分析結果
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諸外国における長時間容量蓄電池の動向

• アメリカでは、2020年代後半から６時間以上の時間容量をもつ蓄電池の導入が本格化してきており、2050年代には
全体の５割を占めるとの予想もある。

• 出力制御が発生する時間帯をカバーできる時間容量を持つ系統用蓄電池の導入促進に資する取組を検討することも
必要ではないか。

第49回 新エネルギー小委員会／電力・ガス基本政策小委員会
系統ワーキンググループ（2023年12月6日）資料3より
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•  長時間充放電を特徴とする蓄電池としてナトリウム硫黄蓄電池（NaS電池）やレドックスフロー蓄電池（RF電
池）がある。これらは既に商用化されており日本企業が先行し強みを持つ領域。

• GXの実現に向け、20年代後半に国内外にて見込まれる普及拡大フェーズを逃さず国内企業の更なる成長を促すた
め、これらの技術※についても導入を後押ししていく。
※ 蓄電池に加え、熱エネルギー、位置エネルギー、圧縮エネルギー、運動エネルギー、水素等を活用したものがある。

長時間充放電に強みを持つ蓄電池 第3回 GX実現に向けた専⾨家WG
（2023年11月8日） 配布資料より



7

第４回 定置用蓄電システム普及拡大検討会
（2025年1月30日） 資料３より抜粋

• 変動性再生可能エネルギーの導入拡大や資源調達リスクの低減といった背景から、世界中で特定資源に依存せず
安価に長時間エネルギーを貯蔵する技術の必要性が増していく。

• LDES（Long Duration Energy Storage）は、資源調達リスクが低く、長時間率においてLIBと比較してコス
トが低い傾向にあるため、将来的に重要性が高まることが想定される。

長時間エネルギー貯蔵技術（LDES)へのニーズの高まり
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系統用蓄電池等電力貯蔵システム導入支援関連の予算措置の状況
• 2025年度当初予算案において、引き続き、GX経済移行債を活用した系統用蓄電池等電力貯蔵システム導入支

援事業として400億円を計上。
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家庭用、業務産業用、再エネ併設用蓄電システム導入支援関連の予算措置の状況

• 2024年度補正予算において、家庭用、業務産業用、再エネ併設用蓄電システムの導入支援事業として127億円
（内数）を措置。
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2024年度系統用蓄電池等蓄電システム導入支援事業 採択結果

• 系統用蓄電システムについて、27案件（補助金額約346億円相当）を交付決定。

第４回 定置用蓄電システム普及拡大検討会
（2025年1月30日） 資料４より抜粋
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系統用蓄電池補助金の要件

• 系統用蓄電池補助金においては、「GX推進」に資すること、「健全な蓄電システムの普及拡大に資する事業規律確
保」の２点から、要件及び審査項目を設定。

⚫ GXリーグへの加入又はそれと同等の取り組み

⚫ サプライチェーン全体でGX実現に向けた取組を促進することの表明

⚫ 当該製品に関連した企業の成長(例：コスト競争力の向上、海外市場の獲得)につながる今後の方針策定

⚫ 必要な人材確保に向けた取組(例：継続的な賃上げ)

⚫ 廃棄物処理法に基づく広域認定の取得

⚫ 安全性規格に関する第三者認証の取得や耐類焼性の確保

⚫ 過去の発煙・発火に類する事故の原因及び対策の提出

⚫ 定期的かつ適切な保守管理体制の確保

⚫ 各種ガイドライン等に基づいた適切かつ十分なサイバーセキュリティ対策の実施

⚫ 早期復旧や原因解明可能な体制の整備や代替する主要部品の供給拠点整備などのレジリエンス性の確保

⚫ 消防法等の適用各種法令等に準拠した計画・設備導入や、保安体制・事故検知設備の設置による公衆安全の確保

GX推進

健全な蓄電システムの普及拡大に資する事業規律確保
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長期脱炭素電源オークションの第２回入札の状況

• 蓄電池を含めた脱炭素電源への新規投資を促進する制度である長期脱炭素電源オークションの第2回入札は、1月
20日から27日に応札を実施したところ。
現在、電力・ガス取引監視等委員会による応札価格の監視中。

• 第２回入札では、蓄電池の案件に対し、安全設計や広域認定の取得等の要件を設定。

第４回 定置用蓄電システム普及拡大検討会
（2025年1月30日） 資料４より
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FIP併設蓄電池を系統から充電可能とする制度的措置を2025年4月から実施予定
第69回 総合エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会

再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2024年9月30日）資料1より

• FIP電源に併設する蓄電池については、発電設備からの充電だけでなく、系統からの充電を可能とすることで、蓄電池
の稼働率が向上し、より効果的・効率的に需給バランスの確保に貢献することができる。

• こうしたことから、本小委員会の第58回会合（2023年12月19日）おいて検討を行い、新規認定されたFIP電源に
ついて、発電設備に併設される蓄電池に対する系統充電を可能とした。
（※）同時に、その際に蓄電池から放電される電気について、系統由来ではなく認定発電設備に由来する電気量を算定する式も決定した。

• 現在、先行的に本措置の対象となっているのは、2024年度以降に新規認定を受けたFIP電源のみであるが、FIP移
行案件の増加に伴うニーズの高まりを踏まえ、2023年度以前に新規認定を受けたFIP電源（FITからFIPに移行
した電源を含む。）についても、発電設備に併設される蓄電池に対する系統充電を可能とすることとしてはどうか。
（※）その際、蓄電池から放電される電気のうち認定発電設備に由来する電気量を算定する式は、現行制度と同様に、下図によることとしてはどうか。
（※）上記措置は、必要に応じてパブコメ等を実施した上で、関係規程等を整備し、2025年４月を目途に施行することとしてはどうか。

結果として～どうか。という形が残っている。
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再生可能エネルギーの導入状況
• 我が国における再生可能エネルギーの導入は大幅に拡大し、再エネ比率は2023年度に22.9%となっている。

第71回 総合エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会
再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2024年11月28日）資料１より抜粋



15

2040年度におけるエネルギー需給及び再エネ比率の見通し

• 2040年度エネルギー需給の見通しは、諸外国における分析手法も参考としながら、様々な不確実性が存在すること
を念頭に、複数のシナリオを用いた一定の幅として提示。

• 再エネ比率は、2040年度見通しにおいては４～５割としている。

「第７次エネルギー基本計画の概要」資料より抜粋
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再生可能エネルギーコストの状況
• 我が国の太陽光発電のコストは、着実に低減している。風力発電のコストは、長期的には低減傾向にあるものの、足
元では上昇傾向にある。いずれも依然として世界より高い水準にある。

第71回 総合エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会
再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2024年11月28日）資料１より抜粋
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第７次エネルギー基本計画における蓄電池の位置付け
• 2025年2月18日に、第７次エネルギー基本計画が閣議決定。

• 蓄電池については、脱炭素電源の拡大に向け、その重要性及び普及拡大に向けた課題や対応の方向
性等を明記。

第７次エネルギー基本計画より抜粋

V．２０４０年に向けた政策の方向性
３．脱炭素電源の拡大と系統整備
（５）次世代電力ネットワークの構築
③ 系統・需給運用の高度化
（イ）蓄電池・ディマンドリスポンス（DR）の活用促進
電力システムの柔軟性を供出するにあたり、蓄電池は、再生可能エネルギー等で発電された電力を蓄電し、夕方の需要ピー
ク時などに電力供給できるほか、迅速な応答性を有する調整電源として、ＤＲは需給バランスを確保するための需要側への
アプローチ手段として重要である。２０２１年度から補助金による系統用蓄電池の導入支援を行い、２０２３年度に開
始した長期脱炭素電源オークションにおいても応札対象とし導入促進を図っている。また、各電力市場で取引可能となる等、
環境整備が整いつつあり、系統用蓄電池の接続検討受付件数は増加している。一方、価格競争に陥り安全性や持続可
能性が損なわれる懸念や系統接続の長期化、各電力市場での収益性評価が不十分である等の課題も顕在化している。こ
のため、支援措置における事業規律を確保するための要件等の検討や収益性の評価等を通じ、安全性や持続可能性が確
保された蓄電池の導入を図ること等が必要である。
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定置用蓄電システムの課題と今後の取組の方向性
• 定置用蓄電システムの健全な普及拡大に向け、導入進展による環境変化を踏まえ、「安全性・持続可能
性の確保」、「早期の運転開始」、「事業収益性の確保」という課題に対する取組を進めていく。

安全性・
持続可能性の

確保

早期の
運転開始

事業収益性の
確保

過度な価格競争に陥り、安全性や持続可能性が損なわれる懸念がある。
• 火災などの設備の安全性のリスク
• サイバー攻撃などのサイバーセキュリティのリスク
• 特定地域依存などのサプライチェーンの安定化に対するリスク

系統用蓄電システムについて、系統連系申込の急増等により運転開始ま
でのリードタイムが長期化し想定通りに導入が進まない懸念がある。
• 系統連系の手続きが長期化するリスク
• 系統連系の工期が長期化するリスク

各蓄電システムのユースケ―スにおいて、導入メリット・収益性が確保でき
ず導入が進まない懸念がある。
• 業務・産業用蓄電池についてはユースケ―ス、導入メリットの評価が困

難であり導入が進まないリスク
• 系統用蓄電池については市場予見性、導入費用の見通しが立てにくく

導入が進まないリスク

導入支援補助金等において安全性や持
続可能性に関わる要件を設定することで
事業規律を確保するとともに、多様な蓄
電システムの導入促進により特定技術・
地域依存を低減し、健全な蓄電システム
の導入を促進する。

早期連系追加対策（順調流接続ルー
ル等）や供給余力マップ等の情報の有
効活用の推奨等を通じ、定置用蓄電シ
ステムの早期の運転開始を促進する。

定置用蓄電システムにおけるユースケ―
スの類型化や経済的な導入メリットを整
理するとともに、制度検討等に反映し導
入促進に繋げていく。

課題 現状 今後の取組の方向性
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